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(International Accounting Standards Board、IASB)との完全共通化を合意しており、わが国の企業会計基準は国
際財務報告基準(International Financial Reporting Standards、IFRS)へのコンバージェンスを図っている。その
ため、将来的には確実に IFRS の概念を取入れることになるが、IFRS では純資産を持分として、払込資本、留保利
益、処分済積立金、評価替準備金に区分している。そして、利益を計算するにあたって資産負債アプローチ(Asset 
Liability Approach)によって純資産の増加というストックの概念に起因している。そのため、包括利益計算書
(Statement of Comprehensive Income)では、当期純利益に併せて評価差額等の未実現利益をその他包括利益して計
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後も特例を除いて、租税特別措置法では、欠損金の繰戻し還付を原則不適用と規定している(措法 66の 13)。 
しかし、平成 21年度の税制改正によって、欠損金の繰戻し還付制度の不適用措置の対象から中小企業者等が除外
された。ここで、中小企業者等の範囲とは下記の法人のことである(措法 66の 13、措令 39の 24)。 
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特別清算開始の命令、破産法による破産手続開始の決定等が該当する。 
25 成道秀雄「会社更生法等による債務免除等があった場合の欠損金の損金算入制度」『日税研論集』 vol.59 92
頁。 
26 昭和 63年度の税制改正で一旦解除され、その後、平成 4年度の税制改正で再度適用停止とされた。 
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① 株式等の出資による 100%の持分関係がある完全支配関係の法人間の合併であること。 



































                                                        
29 株主等に株式又は出資に対する剰余金の配当、利益の配当又は剰余金の分配として交付される金銭その他の資産
は除かれる。 



































の所得の金額の 100 分の 80 相当額に制限される。そして、連結欠損金の繰越控除制度における控除限度額につい
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及び請求期間も九年とする。欠損金の繰越期間の延長、欠損金発生年度の帳簿書類の保存要件及び欠損金の更正の
期間制限及び請求期間の延長については、平成 20年 4月 1日以後に終了した事業年度において生じた欠損金額につ
いて適用される。 
平成 22年 12月 12日に、税制調査会から「平成 23年度税制改正大綱」が報告されたが、平成 23年度の法人課税
における税制改正の背景には、国内法人の国際競争を強化し、外資系企業の立地を促進することから、雇用及び国
内投資を拡大して不況から脱却するという目的が経済的政策としてある。そのためには、法人実効税率の引下げに
よる減税が課題となる。平成 23年度の税制改正では、普通法人の場合、現行の法人税率 30%から 25.5%に引下げら
れ、これにともなって、法人実効税率も現行の 40.7%から 35.6%に引下げられることになる32。ちなみに、海外の実





















割の法人が繰越欠損金を利用しているといえる34。また、資本金一億円以上の法人は 37,309 社で僅か 1.4%であり、
中小法人等の割合は 98.6%となる。そして、利益計上法人 767,973社の所得金額は 33,626,123百万円であり、これ
らの利益法人が法人税を納付して歳入の一部を構成していることになる。法人税額が 8,914,106百万円ということ





申告法人のうち僅か 1.4%である 37,309 社しか対象とならないため、税収減による財源確保としてはさほど期待で
きない。したがって、法人税率の引下げによって減税された税収減の皺寄せを他で埋合せしなければならない。 
                                                        
32 中小法人も同じく原則 25.5%であり課税所得 800万円以下に対しては 19%(軽減税率 15%)、単体の公益法人及び協
同組合等は原則 19%であり課税所得 800万円以下に対しての軽減税率は 15%、連結の法人及び協同組合等は原則
20%であり課税所得 800万円以下に対しての軽減税率は 16%、特定の協同組合等の特例税率は 22%である。 
33 2010年にはシンガポール及び台湾は法人実効税率 17%に引下げられている。 
34 現在、国税庁から報告されている最新の統計は平成 20度の課税状況であり、それにもとづいた件数等である。 
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問題もある。しかし、欠損金の繰越期間を延長させてことから、繰越欠損金の金額にはさほど変わりはなく、いつ
課税がなされるかの問題であり、通算の原則には何ら反していていない。利益が生じている法人には担税力が存在
していることは確かであることから、控除限度額を制限することで、当事業年度に利益が生じている法人には必ず
課税されることになる。したがって、租税公平主義にもとづけば、担税力に即して課税の中立性及び公平性を考慮
して、比較的大規模な法人だけではなく中小法人等にも同様の課税がなされるべきであると考える。 
 
おわりに 
通算の原則にもとづいて欠損金の繰越控除制度が成り立っているわけだが、企業会計上の負の繰越利益剰余金と
税務上の欠損金とでは性質が異なると考えられる。負の繰越利益剰余金は通算の原則にもとづいた金額であるが、
欠損金は繰越控除期間に制限があることから期限切れ欠損金が生じる可能性がある。そのため、欠損金の繰越控除
制度は、どうしても不完全な通算の原則となる。シャウプ勧告では、欠損法人が生じることは稀だということ予測
して、欠損金の繰越控除制度を容認すべきであると述べたのだが、予測に反して、現在、2,623,245 社の申告法人
のうち約七割の 1,875,178社が欠損法人である。これは景気も左右するが、それよりも恣意的に欠損金を生じさせ、
それを利用していると考えられる。その傾向は会計情報の開示義務のない中小法人等のほうが多いように見受けら
れる。しかし、欠損法人のなかでも繰越控除前の所得に利益が生じている法人がかなり存在している。利益転換し
た法人だとしても、このような法人にまで担税力がないということには疑問である。 
前述したように、平成 23年度の税制改正によって、欠損金の控除限度額を所得金額の八割に制限され、欠損金の
繰越期間が現行の七年から九年に延長されることとなった。これは経済的政策による法人実効税率の引下げによる
減収による財源確保であるが、この制限によって繰越控除前の所得に利益が生じていれば、欠損法人でも少額であ
るが法人税を納付する必要性が生じてくる。一方、欠損金の繰越期間が二年間延長され緩和された。しかし、今回
の税制改正に肯定的な意見はあまり見受けられない。以前から個人的には欠損金の繰越控除制度には何らかの対処
をすべきだと唱えてきた。上述したように、恣意的な欠損金の利用をしている欠損法人は存在すると考えられ、す
べての欠損法人に担税力がないとは考えられない。繰越控除前の所得に利益が生じていれば、欠損法人でも担税力
は存在するというのが自論であり、このような法人には租税公平主義にもとづいて担税力に即して公平性及び中立
性を考慮して課税すべきである。その際、通算の原則を考慮すれば、欠損金の繰越期間を制限する必要性はないと
考えられるが、欠損金発生年度の帳簿書類の保存要件及び欠損金の更正の期間制限及び請求期間の延長については
無制限とはいかないため、合理的な繰越期間を設定する必要性が生じてくる。 
海外の法人実効税率が引下げの傾向にあるため、経済的政策を考慮して、わが国でも幾度かの引下げを試みたが、
さほど効果は見られなかったように見受けられる。これとは逆に減収によって財源を逼迫させ、幾度と消費税率の
引上げ等を検討することになる。しかし、欠損金の繰越控除制度については政策的なものであり課税がなされると
いうことはなかったが、今回の税制改正によって繰越控除限度額が制限されることとなり、ようやく比較的大規模
な法人には繰越控除前の所得の一部分が課税対象となる。ただし、中小等法人は現行のままであるが、何れか中小
法人等も制限の対象となるであろう。財政難を唱えるならば、小手先の国民騙しの減税を止めてもらい、国民の公
平性及び中立性を考慮して本来課税すべきところに課税してもらいたい。 
 
 
 
